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2018 年度中央感染症発生動向調査委員会 
2017 年の感染症発生動向調査の概要 
 
患者・病原体・汎用の一部（疑似症・入院）各サーベイランスについて 
 
＜概要＞ 
・感染症発生動向調査は、一般的にはサーベイランスと総称されるものであり、サーベイランスとは、継
続的、系統的なデータの収集・分析・評価と対策部門・国民への情報提供を行う活動全体を指す。 
・感染症発生動向調査は、我が国では昭和 56（1981）年より開始され、平成 11（1999）年 4 月からは、
「感染症法の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10 年法律第 114 号。以下「感染症
法」という。）が施行されたことに伴い、感染症法に基づく施策として位置づけられた調査である。 
・感染症法は数次の法改正を経てきたが、直近の改正は平成 26（2014）年 11 月であり、平成 28（2016）
年 4 月に施行された。直近の改正では感染症の病原体にかかる情報収集体制が強化された。 
・平成 30（2018）年 3 月には、NESID（感染症サーベイランスシステム）の政府共通 PF への移行が実
施された。 
・本調査は感染症発生動向調査事業実施要項に伴い、対象感染症、実施主体、実施体制の整備、事業の実
施、費用等が規定されている。 
・また感染症サーベイランスシステムは「感染症発生動向調査システム」「病原体検出情報システム」 
「結核者登録者情報システム」「疑い症例調査支援システム」「流行予測調査システム」「汎用サーベイラ
ンスシステム」「症候群サーベイランスシステム」「健康監視システム」の９つのサブシステムで構成され
ている。 
 
＜対象感染症＞ 
2018 年 11 月 28 日現在の最新の情報は以下の通りである（2016 年 2 月 5 日最終更新） 
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現在、113 疾患が感染症法の対象疾患となっている。 
本委員会開催時点の公開されている対象疾患の変遷・詳細については（参考）を参照のこと。 
＜全数把握、定点把握の各種対象疾患について＞ 
 
全数把握対象疾患の考え方： 

全数把握が必要な場合とは、周囲への感染拡大防止を図ることが必要な場合、及び発生数が稀少なた
め、定点による傾向把握が不可能な疾患の場合。 
 
内容： 
1 類感染症：ただちに届出（7 感染症） 
2 類感染症：ただちに届出（7 感染症） 
3 類感染症：ただちに届出（5 感染症） 
4 類感染症：ただちに届出（44 感染症） 
5 類感染症の一部：侵襲性髄膜炎菌感染症、麻しん、風しんは直ちに届出。その他の感染症は 7 日以内に
届出（22 感染症） 
指定感染症：ただちに届出（該当なし） 
 
定点把握対象疾患の考え方（5 類感染症の一部に分類される）： 

定点把握が必要な場合とは、発生動向の把握が必要なもののうち、患者数が多数で、全数を把握する
必要がない場合。 
 
・患者定点： 

定点把握対象の感染症について、患者情報及び疑似症情報を収集するため、都道府県は感染症法第 14
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条第 1 項に規定する指定届出機関として、一定の基準に基づき患者定点及び疑似症定点を選定。 
内容： 
小児科定点医療機関（全国約 3,000 カ所）が週単位で届出（11 感染症） 
インフルエンザ定点医療機関（全国約 5,000 カ所の内科・小児科）、及び基幹定点医療機関（全国約 500
カ所の病床数 300 以上の内科・外科）が週単位で届出 
眼科定点医療機関（全国約 700 カ所の眼科）が週単位で届出（2 感染症） 
性感染症定点医療機関（全国約 1,000 カ所の産婦人科等）が月単位で届出（4 感染症） 
基幹定点医療機関（全国約 500 カ所の病床数 300 以上の医療機関）が週単位で届出（5 感染症）、月単位
で届出（3 感染症） 
疑似症定点医療機関（全国約 5,000 カ所の内科・小児科）が届出（2 症候群） 
 
・病原体定点： 

定点把握対象の感染症について、患者の検体及び当該感染症の病原体を収集するため、都道府県は、
一定の基準に基づき病原体定点を選定。 
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＜実施体制＞ 
 
1． 患者情報 

 
感染症法に基づき、診断した医師（定点把握対象疾患については指定届出機関の管理者）から保健所
へ届出のあった感染症に関する情報について、オンラインシステム（NESID）により、都道府県（感
染症情報センターなど）を通して、厚生労働省（含む国立感染症研究所）に報告される。 
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2． 病原体情報 
 
以下は主に 2016 年 4 月施行の改正感染症法において整備された： 
・都道府県知事は、全ての感染症の患者等に対し感染症の発生を予防し、又はそのまん延を防止する
ため必要があると認めるときは検体の採取等に応じること、また、医療機関等に対して保有する検体
を提出すること等を要請できる旨の規定が整備された。 
・対応できない場合、都道府県知事は、一類感染症、二類感染症、新型インフルエンザ等感染症及び
新感染症の患者等から検体の採取等の措置をとることが出来る旨の規定を整備した。 
・特に季節性インフルエンザの検体の指定提出機関制度を創設し、一部の 5 類感染症について、情報
収集体制を強化した。 
・その他の病原体の検査情報の収集についても、患者情報と整合性の保たれた積極的疫学調査として、
国及び地方自治体が実施している。 
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３．その他のサブシステム 
 
結核登録者情報システム 
 
 結核登録者情報調査では新たに登録された結核患者及び潜在性結核感染症（ＬＴＢＩ）の者と、登録さ
れているすべての登録者に関する状況について、全国の保健所から NESID の結核登録者情報システム入
力される。その結果は結核登録者情報調査年報として公開されている 
 
 
疑い症例調査支援システム 
 
 重大な健康被害に結びつく感染症、特に社会基盤に重大な影響を与える感染症など、病原体の特定の
如何にかかわらず、公衆衛生上の影響が大きく、疑い例の把握が重要になる感染症の疑い症例に関する
情報（行動履歴、接触者情報に重点を置く）を登録管理するシステム。 
 
感染症流行予測調査システム 
 
 感染症流行予測調査事業は厚生労働省が昭和 37 年より実施している。この目的は、集団免疫の現況把
握及び病原体の検索等の調査を行い、各種疫学資料と併せて検討し、予防接種事業の効果的な運用を図
り、されに長期的視野に立ち、総合的に疾病の流行を予測している。 

本事業は、各都道府県の各衛生研究所と国立感染症研究所との密接な連携のもとに、予防接種法に定め
られた疾病の血清疫学調査及び感染下調査を全国規模で行っており、予防接種事業の効果的な運用に大
きく寄与している。 
予防接種法に定められた予防接種は、その必要性、有効性、安全性について国民に正しく理解していただ
いた上で実施していくことが大切である。そのためには、正しい情報を把握する必要があり、本事業は国
民の抗体保有率や我が国における病原体の分離状況を正確に把握するという、きわめて重要な役割を担
っている。 
 
汎用サーベイランスシステム 
 
 新興・再興の感染症の流行、未知の感染症の発生等に際して、一刻も早く公衆衛生的な対応を行い被害
の拡大を防止することを目的とし、サーベイランス体制を迅速に構築するシステム。 
 
症候群サーベイランスシステム 
 
症候群ごとの発生総数を調査し、感染症の早期発見とまん延防止対策の迅速化を目的としたシステム。 
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健康監視システム 
 
 検疫業務は、国内に常在しない感染症の病原体の侵入防止、及び船舶又は航空機に関してその他の感
染症の予防に必要な措置を講じるため、検疫法に基づき、外国から来航した船舶、航空機及びその乗組
員、乗客に対して病原体の有無に関する調査や診察などを行うとともに、患者を発見した場合には、隔
離、停留及び消毒等の措置を講じる一連の業務である。 
健康監視とは、検疫所長（若しくは検疫官）が検疫感染症の病原体に感染したおそれのある者で停留され
ないものに対し、旅券の提示を求め、当該者の国内における居所、連絡先及び氏名並びに旅行の日程等に
ついて報告を求め、一定の期間内において、当該者の体温その他の健康状態について報告及び質問を行
う業務である。 
 健康監視システムは、空港検疫所にて集約する健康状態質問票等を蓄積し、日報、月報、年報等の集計
を行う「通常検疫機能」、新型インフルエンザ発生時に、OCR 装置により読み込んだ健康状態質問票情報
を各検疫所から複数の自治体に対し、短時間のうちに通知し、自治体にて健康監視対象者の監視を実現
する「新型インフルエンザ機能」に分類される。とりわけ新型インフルエンザ機能は、本システムで OCR
読み取ったデータを NESID のファイル共有システム及び疑い症例調査支援システムに連携することで
実現している。 
 
 


